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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第３四半期
連結累計期間

第73期
第３四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 2,083,324 2,157,884 2,867,276

経常利益 （千円） 265,293 214,082 368,974

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 187,119 117,834 248,590

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 239,579 58,941 263,374

純資産額 （千円） 2,626,181 2,666,684 2,649,977

総資産額 （千円） 3,851,786 3,708,542 3,914,469

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 132.92 83.70 176.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 63.6 67.0 63.2

 

回次
第72期

第３四半期
連結会計期間

第73期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 43.18 35.33

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、米中貿易摩擦の激化や景況感の悪化はあるものの、近年の

財政改善に伴うＩоＴやＡＩ並びに５Ｇといった分野における投資意欲は健全であり、拡大基調は継続しておりま

す。

　このような状況下、当社グループは、システム事業・事務機器事業をメインに不動産事業を加え、３事業を柱に

事業の効率化、利益体質への改善を進めながら事業の拡大に努めてまいりました。

 

　こうした結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の経営成績は、事務機器事業及び不動産事業の連結売

上高が前年同期比減収となったものの、システム事業が増収となったことから、連結売上高は2,157百万円（前年

同期比3.6％増）となりました。利益面につきましては、各事業の利益額が減少したため、連結営業利益は214百万

円（前年同期比19.5％減）、連結経常利益は214百万円（前年同期比19.3％減）となりました。また、５百万円の

投資有価証券評価損及び保有有価証券の一部を売却し12百万円の投資有価証券売却損を特別損失として計上したた

め、親会社株主に帰属する四半期純利益は117百万円（前年同期比37.0％減）となりました。

 

　セグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

 

①　システム事業

　システム事業は、システム・ソリューションやソフトウエアの設計・開発、産業機器や民生機器への組込シス

テム開発、ＩＴ基盤設計・構築サービスを提供する当社の他に、子会社の㈱テクノ・セブンシステムズが業務系

アプリケーション開発を行っております。顧客企業の製品開発やサービスの強化、向上のためのシステム開発技

術支援に対するニーズは底堅く推移しており、さらに営業活動強化による新規受注の拡大により、システム事業

の連結売上高は1,498百万円（前年同期比8.7％増）となりました。また、セグメント利益（経常利益）は、158

百万円（前年同期比17.0％減）となりました。

 

②　事務機器事業

　事務機器事業は、子会社のニッポー㈱が、「ＮＩＰＰＯ」ブランドのオフィス用事務機を製造、販売しており

ます。自動紙折り機やシュレッダーなどのＯＥＭ製品の拡充による取引先への商品提案力の強化、多様な造形用

フィラメント素材など関連商品の提供による３Ｄプリンタ・ユーザーの裾野拡大、製品受注強化の取組みを図り

ましたが、タイムレコーダーなどの主力製品の販売額の減少により、事務機器事業の連結売上高は555百万円

（前年同期比7.2％減）となりました。また、セグメント利益（経常利益）は、11百万円（前年同期比59.9％

減）となりました。

 

③　不動産事業

　不動産事業は、所有賃貸不動産の稼働率維持に努めてまいりましたが、一部不動産の契約満了により不動産事

業の連結売上高は103百万円（前年同期比2.3％減）となりました。また、セグメント利益（経常利益）は、44百

万円（前年同期比3.0％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりであります。

 

①　資産

　総資産は、前連結会計年度末に比べ5.3％減少し、3,708百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ3.9％減少し、1,287百万円となりました。これは主に、現金及び預金が

増加した一方、受取手形及び売掛金や預け金が減少したこと等によるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ6.0％減少し、2,420百万円となりました。これは主に、投資有価証券が

減少したこと等によるものであります。

 

②　負債

　負債は、前連結会計年度末に比べ17.6％減少し、1,041百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ23.7％減少し、369百万円となりました。これは主に、短期借入金や未

払法人税等が減少したこと等によるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ13.8％減少し、672百万円となりました。これは主に、長期借入金が減

少したこと等によるものであります。

 

③　純資産

　純資産は、前連結会計年度末に比べ0.6％増加し、2,666百万円となりました。これは主に、利益剰余金が増加

したこと等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　当社グループでは、連結子会社のニッポー㈱が、事務機器事業を展開し、顧客ニーズの多様化に対応する「ＮＩ

ＰＰＯ」ブランドの製品開発やユーザーの要望に応える研究開発活動を行っております。

　当第３四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費はありません。

 

(5）従業員数

①　連結会社の状況

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループはシステム事業の業容の拡大を図るため、積極的にエンジ

ニアの採用を進めました。これに伴い、システム事業の従業員数は、前連結会計年度末に比べて21名増加してお

ります。

　なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であります。

 

②　提出会社の状況

　当第３四半期累計期間において、当社はシステム事業の業容拡大を図るため、積極的にエンジニアの採用を進

めました。これに伴い、システム事業の従業員数は、前事業年度末に比べて11名増加しております。

　なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,700,000

計 3,700,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,407,840 1,407,840

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は

100株であります。

計 1,407,840 1,407,840 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成30年10月１日～

　平成30年12月31日
－ 1,407,840 － 100,000 － 25,000

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式      1,404,600 14,046 －

単元未満株式 普通株式          3,240 － －

発行済株式総数 1,407,840 － －

総株主の議決権 － 14,046 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式60株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって、名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 583,350 722,759

受取手形及び売掛金 ※ 372,233 ※ 355,191

電子記録債権 61,004 46,359

商品及び製品 133,500 107,361

仕掛品 － 7,262

原材料及び貯蔵品 25,156 22,208

預け金 157,355 1,371

その他 7,702 25,063

流動資産合計 1,340,303 1,287,576

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,237,680 1,237,680

減価償却累計額 △595,822 △616,950

建物及び構築物（純額） 641,857 620,729

機械装置及び運搬具 10,654 10,654

減価償却累計額 △10,654 △10,654

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 128,278 127,325

減価償却累計額 △122,243 △122,923

工具、器具及び備品（純額） 6,034 4,402

土地 1,396,494 1,396,494

有形固定資産合計 2,044,386 2,021,626

無形固定資産   

リース資産 1,010 252

その他 7,810 6,153

無形固定資産合計 8,820 6,405

投資その他の資産   

投資有価証券 450,676 320,380

繰延税金資産 59,909 63,534

その他 10,372 9,018

投資その他の資産合計 520,958 392,934

固定資産合計 2,574,166 2,420,966

資産合計 3,914,469 3,708,542
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 94,919 96,728

短期借入金 144,200 131,700

未払法人税等 92,765 1,189

賞与引当金 61,849 36,438

その他 91,113 103,793

流動負債合計 484,847 369,849

固定負債   

長期借入金 479,170 383,520

繰延税金負債 13,844 －

役員退職慰労引当金 7,048 8,814

退職給付に係る負債 244,086 244,178

その他 35,495 35,495

固定負債合計 779,645 672,008

負債合計 1,264,492 1,041,857

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 643,259 643,259

利益剰余金 1,670,230 1,745,831

自己株式 △94 △94

株主資本合計 2,413,396 2,488,997

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 58,814 △5,503

その他の包括利益累計額合計 58,814 △5,503

非支配株主持分 177,766 183,191

純資産合計 2,649,977 2,666,684

負債純資産合計 3,914,469 3,708,542
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 2,083,324 2,157,884

売上原価 1,467,986 1,570,369

売上総利益 615,337 587,514

販売費及び一般管理費 348,924 372,924

営業利益 266,413 214,589

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,036 3,686

試作品売却益 1,460 －

その他 821 640

営業外収益合計 4,318 4,326

営業外費用   

支払利息 3,123 2,644

消費税差額金 1,284 1,245

その他 1,031 944

営業外費用合計 5,438 4,833

経常利益 265,293 214,082

特別利益   

投資有価証券売却益 35,839 －

特別利益合計 35,839 －

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 － 5,613

投資有価証券売却損 3,556 12,205

特別損失合計 3,556 17,818

税金等調整前四半期純利益 297,576 196,263

法人税、住民税及び事業税 91,437 56,903

法人税等調整額 3,874 14,987

法人税等合計 95,312 71,890

四半期純利益 202,263 124,373

非支配株主に帰属する四半期純利益 15,143 6,538

親会社株主に帰属する四半期純利益 187,119 117,834
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 202,263 124,373

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37,315 △65,432

その他の包括利益合計 37,315 △65,432

四半期包括利益 239,579 58,941

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 221,482 53,516

非支配株主に係る四半期包括利益 18,096 5,424
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形 857千円 1,368千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 26,697千円 25,592千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月26日

定時株主総会
普通株式 40,704 3.00 平成29年３月31日 平成29年６月27日 利益剰余金

（注）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。平成29年３月期の

１株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月25日

定時株主総会
普通株式 42,233 30.00 平成30年３月31日 平成30年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結損
益計算書計上
額（注） システム事業 事務機器事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,378,898 598,125 106,300 2,083,324 － 2,083,324

セグメント間の内部売

上高又は振替高
5,850 1,428 540 7,818 △7,818 －

計 1,384,748 599,553 106,840 2,091,143 △7,818 2,083,324

セグメント利益 190,452 29,088 45,752 265,293 － 265,293

（注）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期連結損
益計算書計上
額（注） システム事業 事務機器事業 不動産事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 1,498,729 555,333 103,820 2,157,884 － 2,157,884

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 3,406 810 4,217 △4,217 －

計 1,498,729 558,740 104,631 2,162,101 △4,217 2,157,884

セグメント利益 158,049 11,666 44,366 214,082 － 214,082

（注）　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 132円92銭 83円70銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 187,119 117,834

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
187,119 117,834

普通株式の期中平均株式数（株） 1,407,806 1,407,780

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合を持って株式併合を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月14日

株式会社テクノ・セブン

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廣田　剛樹　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河村　剛　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テク

ノ・セブンの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日

から平成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノ・セブン及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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